




― 今日的課題を考える ― 









筆者は平成 24 年 11 月 29 日，第 17 回早稲田矯正保護展で「刑務所出所等
の社会復帰支援について」と題して講演する機会を与えていただいた。 
 本稿は，当日の講演内容に多少付加してまとめてみたものである。 
































っている。平成 19 年版白書は，昭和 23 年から平成 18 年までの犯歴を調査
し，生涯で 1 回だけ犯罪をする者（初犯者）と繰り返して犯罪をする者（再




































ータを示している。平成 23 年に満期釈放となった者 13，938 人のうち帰住
先が両親の許でもなく，配偶者やその他の親族でもなく，更生保護施設や雇
い主でもない，「その他」に区分される者が約 6,600 人で 47.5％に及ぶ。一
方，仮釈放の帰住先で，「その他」に区分される者は 5.5％に過ぎない。要は
帰るべき場所のない者が満期釈放者に多く，6,600 人に及び，このうち高齢
























10 年」あるいは「失われた 10 年」といわれ，その 10 年は，やがて「20 年」






者 19,453 人の割合は 53.0％であり，仮釈放者に限定すると 83.3％となる），
保護観察終了時においてもなお高い。 
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平成時代の保護観察対象者の保護観察終了時の無職率の推移は，平成元年





け，刑法犯認知件数が戦後最高の 369 万件を記録した平成 14 年には 5.3％と
なった。その後除々に下り，平成 18 年には 3.9％になったものの，2007 年
（平成 19 年）春からの米国のサブプライムローン問題に端を発する経済危
機は，雇用情勢にも影響を与え，職に就けない者が増加し，失業率は再び 5％























の保護司，104 の更生保護施設，18 万人の更生保護女性会員，5,000 人の
BBS 会員などの地域のボランティアが手を携えて活動を行っている。この地
域のボランティアに加え，前科・前歴を承知の上で雇い入れてくれる事業者





平成年間の協力雇用主の各年の 4 月 1 日現在の数の推移（法務省保護局の
調査による）を見ると平成元年には 3,387 であったが，ここ数年増加傾向に
あり，平成 24 年 4 月 1 日現在，9,953 の協力雇用主となっている。 
一方，協力雇用主に雇われている者の数（被雇用者数）は，雇用・経済情










下「全国機構」という。全国機構は平成 23 年 5 月に国税庁から認定特定非













の五区分となっている。全国機構の平成 24年 12月 26日現在の会員数は 546
となっている。 
全国機構に呼応して各都道府県においても特定非営利活動法人（NPO 法


































ている。また，平成 24 年 1 月からは，東日本大震災の被害が甚大であった
被災地域三県（岩手，宮城，福島）において，「更生保護就労支援モデル事業」
と同様の枠組みで「更生保護被災地域就労支援対策強化事業」を実施してお
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刑務所出所者等総合的就労支援対策により，平成 18 年には 1,438 人が，















 高齢の犯罪者が増加している。全国の刑務所で受け入れた 65 歳以上の新
受刑者の数がこの 10 年で 3 倍以上となっている。矯正統計年報によると，
平成 8 年の 65 歳以上の新受刑者が 517 人であるのに，平成 23 年は 2,028
人で約4倍となっている。さらに期間を広げて約20年前と比較してみると，
昭和61年の新受刑者に占める65歳以上の受刑者の割合は0.9％であったが，
平成 23 年には 8.0％となり，約 8 倍に上昇している。 
 法務総合研究所では2007年に「高齢犯罪者の実態と意識に関する研究」（研









平成 23 年の一般刑法犯検挙人員を年齢層別に高い順にみると，50 歳～64
歳，20 歳～29 歳，65 歳以上，30 歳～39 歳，40 歳～49 歳となるが，平成 4
年（1992）からの推移をみると，各階層とも平成 18 年ころをピークとして
減少しているのに，一環して増加しているのは，65 歳以上の層で，平成 23
年は平成 4 年の 6.3 倍となっている。 
 主要国の 60 歳以上の高齢受刑者の全受刑者に占める割合を 1996 年と 10
年後の 2006 年で比較すると，韓国が 1.7％から 3.5％に，フランスが 2.3％
から 4.0％に，ドイツが 1.6％から 3.0％へといずれも上昇しているが，日本
は 7．8％から 12.3％と抜きんでて高い比率となっている（平成 20 年版犯罪
白書による）。 
 受刑者で認知症である者あるいは認知症になるものが急増し，キレる高齢







平成 8 年 1 月 7 日未明，JR 下関駅放火事件が勃発した。木造の築 60 余年
の駅舎は，あっという間に全焼し，多大な被害を出した。 
 出火から 3 時間後に逮捕された容疑者の F は 74 歳で，平成 17 年 12 月 30
日に F 刑務所を満期釈放となり，釈放後わずか 9 日目の犯行であった。 
 F はこれまで 10 回にわたって実刑判決を受け，前刑も刑務所を満期で出






した F に対する判決が平成 20 年 3 月 26 日にあった。 駅炎上による被害額












 こんな F に手を差し伸べた人がいる。それは福祉関係者でも司法関係者で
もない。北九州市でホームレス支援をしている奥田知志さんという人である。 








































再犯期間が 1 年未満の割合は，満期釈放者が 47.8％であるのに対し，仮釈放
者は 26.3％であり，仮釈放者の再犯の時期が遅く，仮釈放者は釈放後 1 年を
超えて再犯している者が多くなっている。 
 次に，平成 23 年に刑務所を出所した者は 28，583 人いるが，平成 23 年
中に再犯により刑務所に再入となった者の割合（再入率）は，満期釈放者が





























いかというと，そうではなく，更生緊急保護（犯罪者予防更生法第 3 章第 3
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障害者の自立支援を実施している社会福祉法人南高愛隣会（長崎県）が平成
21 年 3 月更生保護施設「虹」を設立し更生保護事業を始めた。これまで，更
生保護事業を営んでいる団体が社会福祉事業に移行する例はあったが，その
逆はなく，極めて注目に値することである。 
 さらに，平成 21 年度に「地域生活定着支援センター」を各都道府県に設
置する予算が厚生労働省に認められた。同センターの設置については，都道
府県の理解が得られず，平成 21 年 11 月 23 日付けの朝日新聞朝刊はわずか


















































 昭和 36 年に横浜保護観察所は横浜地検と協議して特定の起訴猶予者に対
する更生補導を行っていた（横浜地検と横浜保護観察所による特定の起訴猶
予者に対する更生保護については，次の文献がある。・齋藤三郎「起訴猶予者
に対する更生保護について」刑政 72 巻 9 号（昭和 36 年，・齋藤欣子「横浜
地検における更生保護事件について」法律のひろば 14 巻 1 号，・齋藤欣子「起
刑務所出所者等の社会復帰支援について  133 
 









 平成 20 年 12 月に策定された犯罪対策閣僚会議は「犯罪に強い社会の実現
のための行動計画 2008～「世界一安全な国，日本」の復活を目指して～」を
策定したが，その中（第 2 の 2）に「福祉による支援を必要とする刑務所出
所者等の地域支援の実施」というのがある。 
 平成 21 年度から厚生労働省が予算化した「地域生活定着支援センター」
こそが，犯罪対策閣僚会議が策定した計画を具現化したものと言える。 
 平成 21 年度は司法と福祉の連携元年ともいえる。 


















平成 24 年 7 月 20 日に開催された政府の「犯罪対策閣僚会議」は，刑務所
























つながり始めたからである（Ｆは平成 20 年 3 月 26 日，山口地裁で懲役 10
年（求刑 18 年）の判決を受けた。判決では「軽度の知的障害かつ高齢であ
りながら刑務所出所後に支援もなく，社会に適応できなかった事情を酌むべ











 （付記 本稿は平成 25 年 12 月末に脱稿したものである。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
